
国民体育大会改革に対する関係機関・団体アンケート実施概要 
 

 

１．趣旨 

◆ 「国体改革 2003」を受けてこれまでに実施されている改革の取り組みに対して、関係機関・団体

より意見を聴取し、検証する。 

 

２．対象団体 

区 分 対象数 回答数 備 考 

中央競技団体 40 40 ※ 正式競技実施団体 

都道府県体育協会 47 47  

都道府県教育委員会 47 46 ※ 1 県は県体協が教育委員会の意見も集約し回答

したため、回答数には含めない 

開催県国体局 7 7 ※ 岡山、兵庫、秋田、大分、新潟、千葉、山口の各

県 

第 61 回大会会場地市町 19 22 ※ 複数の競技を実施した市町、競技会場におけるイ

ベント事業を実施した市町、正式競技を実施した

町を中心に対象を選定 

※ 複数競技実施の 1市は、各競技を担当した支所別

に回答したため、当初の対象数と実際の回答数が

異なる 

高体連・中体連 2 2  

計 162 164  

 

 

３．実施時期 

◆ 第 61 回国民体育大会終了後 

 

 

４．アンケート項目一覧 

Ⅰ．国民体育大会改革 2003 の前倒し実施項目について 

１．ふるさと選手制度の導入について 

２．中学３年生の参加競技の拡充について 

３．種別の年齢区分の見直しについて 

４．夏季・秋季大会の季別一本化について 



 

Ⅱ．その他の国体改革に関わる実施項目について 

１．各競技団体が定めている参加制限の撤廃について 

２．成年種別の所属都道府県の統一について 

３．国内移動選手の制限について 

４．永住者（特別永住者含む）の参加について 

５．少年種別における就学生及び家族滞在（中学３年生）の取扱いについて 

６．予選会免除の拡大について 

７．競技会開始式の廃止について 

８．参加申込の電算化導入について 

９．施設の弾力的運用について 

10．近接県の競技施設の活用について 

11．各競技会場におけるイベント事業の実施について 

12．その他国体改革の取り組みについて（自由記述） 

 

 

５．回答形式 

◆ 各項目（Ⅱ－12 除く）に対して、ａ～ｃの質問を設定。 

◆ 設問ａでは、各項目の取り組みに対する「実施前」と「実施後」の評価を、「ア．非常に良い」

「イ．良い」「ウ．良くない」「エ．非常に良くない」の中から選択する形式とした。「実施前」

は取り組みが打ち出されたときの期待度等を元にした評価を、「実施後」は実際に取り組みが行

われた後の評価を求めた。 

◆ 設問ｂでは、設問ａにおける回答の理由を求めた。 

◆ 設問ｃでは、その他各項目に対する意見を求めた。 

 

 



国体改革に対する関係機関・団体アンケート結果における総括 
菊 幸一（筑波大学） 

 
１ 全体的評価 

 
 国体改革 2003 の前倒し実施項目である「ふるさと選手制度の導入」「中学 3 年生の参

加競技の拡充」「種別の年齢区分の見直し」「夏・秋季大会の一本化」について、概ね 7
～8 割程度の肯定的評価が得られている。また、いずれの項目も実施前よりは実施後の

評価が全般的に高くなっており、前倒し実施の効果がそれなりに評価されていると言え

るだろう。 
しかし、中央競技団体では、「中学 3 年生の参加競技の拡充」「種別の年齢区分の見直

し」について、未回答が 4 割を超えていることからその評価についてなお留保している

様子が伺える。これは、中央競技団体としてこのような改革が競技力向上にどのような

効果をもたらすのかについて、マイナー／メジャー競技の別や強化目標等の違いによっ

てその利害が多少異なることを反映しているものと思われる。また、都道府県体育・ス

ポーツ主管課では、上記 2 項目が学校教育に及ぼす影響が懸念されることから、それぞ

れ 17.4％、32.6％の否定的評価がみられる。 
 その他の国体改革にかかわる実施項目についても、概ね 7～8 割程度の肯定的評価が

得られているが、「国内移動選手の制限」「競技会開始式の廃止」等については 6 割台の

肯定的評価となっている。 
前者については、成果に対する留保や不透明さからの未回答、あるいは自由記述にお

いて「やむを得ない移動」に対する扱いの問題や「回数としての制限」への切り替え提

案などがみられた。後者については否定的評価が 25％強あり、特に中央競技団体が実施

後、否定的評価を強める傾向にあるが、一方で会場地市町では実施後、否定的評価を弱

める傾向にあった。「競技会開始式の廃止」をめぐるこのような実施前後の評価の違いは、

結果に対する関係組織の受け止め方の違いを反映しているものと言えよう。 
 
 
２ 改革の趣旨の違いからみた評価 
 
 国体改革 2003 の趣旨を、「①競技それ自体の魅力向上を目指したもの」「②大会運営

の簡素・効率化をめざしたもの」との 2 つに大別すると、概ね全般的な改革の趣旨は双

方とも受け入れられているように思われる。 
しかし、例えば①に関連した「種別の年齢区分の見直し」「少年種別における就学生及

び家族滞在（中学 3 年生）の取扱い」の項目では未回答が 2 割を超えることから、改革

内容自体の理解が及んでいないか、あるいは成果に対する意図的な留保がみられる。ま

た、②に関連した「夏・秋季大会の一本化」「競技会開始式の廃止」「参加申し込みの電

算化導入」等については、否定的評価が 2 割を超えていることから、その趣旨の理解と

実施の効果にはなお時間が必要なことが理解されよう。また、同じく「施設の弾力的運

用」「近接県の競技施設の活用」等、施設面の効率的運用については、中央競技団体が実



施後、否定的な評価に多少傾くのに対して、都道府県体協、都道府県体育・スポーツ主

管課、開催都道府県、会場地市町は実施後、実施前と比べ否定的評価を減じていく傾向

がみられる。 

 
 
３ 自由記述からみた評価 

 
 今回の調査の趣旨は、国体改革 2003 およびその他の改革項目に対する実施前・後の

全般的評価およびその違いを各関係機関・団体の違いからみようとするものであった。

数値的な傾向からは、明確な違いはみられなかったように思われるが、特に自由記述か

ら各項目の評価内容をみると、後述するように各関係諸機関の受け止め方の違いやその

背景にある利害の違いが読み取れる。例えば、「各競技会場におけるイベント事業の実施」

については、全体として 75％の肯定的評価が得られ、実施前の否定的評価も実施後減じ

る傾向にあることから、このような事業の推進をさらに進める必要があるとの見解が得

られる。しかし、自由記述ではこのような肯定的評価を行った場合においてさえ、理念

と事業実施の具体的問題点を、中央競技団体との協力関係や大会期間との兼ね合いにお

ける実施時期等の問題として指摘する声もあり、数値的傾向だけでは判断できない重要

な現場的課題が示唆されている。 
 このような指摘は、先の２つの改革の趣旨に対する自由記述にもみられ、理念と現実

の狭間で、特に②の趣旨に関連する現場的問題が運用上の問題として直接的・短期的に

現れる傾向がある。一方、①の趣旨については、比較的長期的な評価を待たなければな

らない内容が多いことから、その理念には現在のところ賛成であるが、その運用の結果

が理念を裏切る不安や可能性があることも指摘されている。そして、そのような不安の

排除、あるいはリスクマネージメントを行う「統括」組織としての日体協に期待する指

摘が少なからず見られる。 
 自由記述の内容を見る限り、日体協としては国体改革の趣旨に対する関係諸機関の理

解や関心をより一層高める努力が必要であるとともに、自由記述に指摘された関係諸機

関からの自由闊達な意見を謙虚に受け止め、現場サイドとのコミュニケーションをより

一層図る材料・資料としながら、さらに強力なリーダーシップのもとに国体改革を推進

していくことが期待されているとみるべきであろう。 

  



Ⅰ．国民体育大会改革2003の前倒し実施項目について

　１．ふるさと選手制度の導入について【第60回大会より実施】

　２．中学3年生の参加競技の拡充について【第61回大会より順次実施】

◆都道府県間の競技力の均衡化や、ジュニア時代に自前で育成した選手が自都道府県から参加できるこ
となど、どの種別の団体からもおおむね好意的に評価されていると言える。具体的には、「選手が大都市
圏など選手層の厚い都道府県で代表になれずに埋もれてしまうのではなく、郷土の代表として競技に参加
できる」などとして「ふるさと選手制度」を高く評価する意見が多く見られた。
◆ただし、「ふるさと」と「現住所」「勤務地」との間で、どちらから選手が出場するかトラブルが実際にあった
という関係団体からは、「制度の内容が不明確かつ複雑であった」との声も聞こえてくる。今後、回数を重
ねるに従い複雑化すると予想される事務的な手続きの問題や、各団体間における制度に対する認識のず
れなどを調整していく努力を多くの団体が望んでいる。

◆この設問に関しても、実施後どの種別の団体もおおむね好意的に評価しているといえる。その理由とし
て、「ジュニア競技者の競技力向上や育成に寄与できる」ことや「中学校からの国体への関心が高まり、参
加者の拡大につながる」ことなどを評価する意見が多く見られた。
◆一方で、「拡充がなされる競技の情報が伝達されるのが遅い」、「中学生という低年齢層に対して教育的
配慮が必要」等の意見も一定数の割合で見られた。また、「競技の特性などに応じた判断も必要ではない
か」との意見が目立った。

国民体育大会改革に対する関係機関・団体アンケート集計結果

【実施前】

ア　12%

イ　55%

ウ　19%

オ　14%

【実施後】

ア　23%

イ　63%

ウ　4%

オ　9%

エ　1%

ア．非常に良い
イ．良い
ウ．良くない
エ．非常に良くない
オ．未回答

【実施前】

ア　9%

イ　56%

ウ　15%

オ　19%

エ　1%

【実施後】

ア　20%

イ　52%

ウ　9%

オ　18%
エ　1%

ア．非常に良い
イ．良い
ウ．良くない
エ．非常に良くない
オ．未回答



　３．種別の年齢区分の見直しについて【第61回大会より順次実施】

　　（例：サッカー、ゴルフにおける「女子」種別の実施など）

　４．夏季・秋季大会の一本化について【第61回大会より実施】

◆種別の年齢区分の見直しを「ジュニア競技者の育成・発掘」や「強化の一環」との観点からとらえている
団体は、世界基準や競技者の低年齢化を考慮した見直しとして肯定的な評価をしているといえる。
◆一方で、「学校教育制度の年齢区分との違い」や「競技ごとに異なる年齢区分」、「情報周知の不徹底」な
どにより混乱を訴えた団体も見られた。また、国内トップレベルの大会である国体を、選手の育成の場とす
る必要性について疑問を投げかける団体もみられた。また、前の設問と同じく、都道府県体協や都道府県
体育・スポーツ主管課から「青少年に対する教育的な配慮」の必要性を訴える声があることは見逃せない。

◆経費削減・事務手続きの効率化という観点から、おおむね評価されているといえる。
◆ただしその一方で、さらなる改善への要望も多い。特に「参加申込手続きから大会までの日程が短すぎ
る」というのは、全ての種別の団体から出た指摘である。また、他の競技会との日程調整の問題を指摘す
る中央競技団体や、会期が長くなることによる選手団本部の編成への影響を指摘する都道府県体協な
ど、問題点として挙がるものには団体ごとの特徴が顕著に見られる。一本化を前倒しして実施したことにつ
いては、賛否両論見られる。

【実施前】

ア　2%

イ　52%
ウ　24%

オ　22%

【実施後】

ア　5%

イ　53%ウ　20%

オ　21%
エ　1%

ア．非常に良い
イ．良い
ウ．良くない
エ．非常に良くない
オ．未回答

【実施前】
エ　1%

オ　9%

ウ　26%

イ　59%

ア　5%

【実施後】
エ　2%

オ　4%

ウ　21%

イ　61%

ア　12% ア．非常に良い
イ．良い
ウ．良くない
エ．非常に良くない
オ．未回答



Ⅱ．その他の国体改革に関わる実施項目について

　１．各競技団体が定めている参加制限の撤廃について【第59回大会より順次実施】

　　（例：弓道「大学生だけの編成は認めない」　※第61回大会より廃止）

　２．成年種別の所属都道府県の統一について【第60回大会より実施】

◆この設問に関しては、実施後の評価において、中央競技団体については１団体、各都道府県体協及び
体育・スポーツ主管課でも2団体を除き、「トップアスリートの参加促進につながる」「チーム編成がしやすく
なった」などとして肯定的に評価している。特に大学生への制限の緩和がもたらした影響は大きかったと見
られ、社会人の競技環境が思わしくない都道府県では歓迎されていることが読み取れる。
◆他方で、競技ごとに基準が異なることによる混乱や、「結局は選手層の厚い大都市圏に有利に働いてい
くのではないか」という危惧から、改革の趣旨には肯定的な評価を下しながらも、今後解決すべき課題とし
て主張する団体もみられた。このような声は、「国体はエリート中心の大会か、普及に重点を置いた大会
か」と疑問を呈す主張にもつながっており、今後も議論する余地があるといえよう。

◆「参加資格が明確化した」ことや「資格審査が容易になった」ことを肯定的に評価する団体が大部分で
あった。しかしながら、各都道府県体協のうち8団体が実施後に否定的な評価をしていることは特徴的で
あった。これは、「ふるさと選手制度」の活用に伴う事務手続き等の混乱が理由となっている。
◆言い換えれば、大学生と社会人の参加資格に関する条件が一本化されたことにより生じたメリットとデメ
リットが、そのまま指摘された結果ともいえるであろう。今後、大学生の出場資格に「学校所在地」を加える
などの調整が必要との指摘もなされた。

　　（社会人と大学生で異なっていた規定を一本化し、「居住地を示す現住所」「勤務地」「ふるさと」のいずれかとした）

【実施前】

エ　1%
オ　22%

ウ　19%
イ　51%

ア　7%

【実施後】

エ　1%
オ　19%

ウ　7%

イ　58%

ア　15%
ア．非常に良い
イ．良い
ウ．良くない
エ．非常に良くない
オ．未回答

【実施前】

エ　1%
オ　21%

ウ　16%

イ　56%

ア　6%

【実施後】

ア　17%

イ　62%

ウ　6%

オ　13%エ　2%

ア．非常に良い
イ．良い
ウ．良くない
エ．非常に良くない
オ．未回答



　３．国内移動選手の制限について【第60回大会より実施】

　４．永住者（特別永住者含む）の参加について【第61回大会より実施】

　　（特別永住者を含む永住者に対し、日本国籍を有するものと同等の参加資格を与えた）

◆いわゆる「ジプシー選手」を使った安易な強化策の制限につながった面ではおおむね肯定的に評価され
ていたが、「やむを得ない理由により移動を余儀なくされた選手に対して、2大会という空白期間は長すぎる
のではないか」という声も一部に見られた。これは、昨今の社会状況(会社の倒産や運動部の解散等)を考
慮した上で、柔軟な対応を望む声だといえよう。
◆また肯定的に評価した団体にも、否定的に評価した団体にも、「国内移動選手に対するチェック体制や
関係者の理解が不十分ではないか」との指摘が見られる。今後に向けた課題として、チェック体制の見直
し、関係者への制度の周知徹底、手続きの簡素化などが求められている。

◆社会の趨勢や国体開催の趣旨から考えて、当然の措置であるとの声が大半を占めた。否定的な意見
は、「そもそも国体は日本国籍を有する者が参加する大会とすべき」との原理原則的なもので少数であっ
た。また、「国内移動選手の制限もある中、競技力の高い外国籍選手が有資格者として出場することは、
日本全体の競技力のアップにつながるからという大義を考慮してもいかがなものか」という意見や、「在留
資格を確認するという極めてプライベートな問題に、競技団体等がどこまで踏み込めるか」との指摘をする
声もあった。

　　（異なる都道府県から出場する場合は、以前は1大会の間を置くこととなっていたが、2大会の間を置くこととなった）

【実施前】

エ　1%
オ　20%

ウ　21%
イ　54%

ア　4%

【実施後】

エ　2%
オ　14%

ウ　18%

イ　57%

ア　9% ア．非常に良い
イ．良い
ウ．良くない
エ．非常に良くない
オ．未回答

【実施前】

ア　13%

イ　48%
ウ　18%

オ　20%
エ　1%

【実施後】

オ　13%

ウ　4%

イ　63%

ア　20% ア．非常に良い
イ．良い
ウ．良くない
エ．非常に良くない
オ．未回答



　５．少年種別における就学生及び家族滞在（中学3年生）の取扱いについて【第60回大会より実施】

　６．予選会免除の拡大について【第58回大会より実施】

◆この規定に関しても、「1年以上」という一定の基準を設けた点で、大半の団体は肯定的に評価している
といえる。「1年以上」という基準に対しては、各団体間で妥当と見るか判断が分かれているが、いわゆる
「留学生選手」を起用して競技力の向上を図る安易な強化策に対して歯止めがかかるという点や教育的な
配慮がなされているという点ではおおむね評価しているといえよう。

◆「トップアスリートの参加促進や大会のレベルアップにつながる」として、多くの団体が肯定的に評価して
いる。国体にとってトップアスリートの参加は大会としての成功を左右する重要な要素だと認識されており、
その点から肯定的に評価する団体が多くあったと読み取れる。
◆一方で、「トップアスリートが国体に参加する要因は、予選会の有無よりも、開催時期や各競技における
国体の位置付けによるものが多いのではないか」という意見や、「特例として認めてしまっては、予選会を
行う必要性はないのではないか」といった指摘もみられた。今後、各競技の競技会との日程調整やトップア
スリートが魅力を感じるような大会づくりが望まれていることが伺える。

　　（参加申込締切時に、学校教育法第1条が定める学校に1年以上在籍していることとした）

【実施前】

エ　1% オ　26%

ウ　20%
イ　48%

ア　5%

【実施後】

オ　23%

ウ　9%

イ　62%

ア　6%

ア．非常に良い
イ．良い
ウ．良くない
エ．非常に良くない
オ．未回答

【実施前】

ア　10%

イ　52%
ウ　17%

オ　20%
エ　1%

【実施後】

ア　21%

イ　61%

ウ　4%

オ　13%
エ　1%

ア．非常に良い
イ．良い
ウ．良くない
エ．非常に良くない
オ．未回答



　７．競技会開始式の廃止について【第59回大会より廃止】

　８．参加申込の電算化導入について【第61回大会より導入】

◆経費節減や運営サイド・選手サイドの負担軽減を理由とする積極的な賛成から、同様の観点を共有しな
がらも「仕方ない」「やむをえない」といった消極的な賛成まで、同じ賛成という姿勢の中にも温度差が見ら
れた。しかしながら、基本的に、「簡素化・効率化」という趣旨自体は評価されているようである。
◆一方、否定的な意見については、現状に対する不満を持つ点を同じくしながらも、「廃止には賛成だが徹
底されていない」もしくは「廃止自体に反対」というように、全く異なるものが見られた。また、季別一本化と
も関連して、会期の後半に開催される競技が総合開会式に参加できないこと、それによって国体への参加
の意義が失われかねないことへの危惧が目立った。

◆電算化という方向性自体に対してはおおむね賛成ながら、それを当然とみなす積極的な意見から、時代
の流れなので仕方がないといった消極的な意見まで、全体的に温度差がみられた。
◆実施後の評価についていえば、問題なく処理できた団体においては肯定され、「何らかのトラブルに見舞
われた」、「あるいは関係機関への周知徹底に苦労した」という団体は「かえって事務処理が煩雑になった」
との否定的な指摘をする、非常に分かりやすい展開となった。また、「１回目ということで全体的に混乱し
た」といった意見が多くみられた。その「混乱」がどの程度であったか、どの程度実務担当者にとって許容さ
れたかという点の違いが評価の違いとなって表れたのではないか。ただし、いずれにせよシステムの改善
および手続き（とくにチェック体制）の簡素化を望む声は、肯定的な評価をした団体・否定的な評価をした団
体双方において非常に強い。

【実施前】

エ　2%
オ　20%

ウ　21% イ　44%

ア　13%

【実施後】

エ　3%
オ　12%

ウ　23%

イ　45%

ア　１７% ア．非常に良い
イ．良い
ウ．良くない
エ．非常に良くない
オ．未回答

【実施前】

ア　13%

イ　51%

ウ　18%

オ　18%

【実施後】

ア　18%

イ　52%

ウ　18%

オ　9%

エ　3%

ア．非常に良い
イ．良い
ウ．良くない
エ．非常に良くない
オ．未回答



　９．施設の弾力的運用について

　10．近接県の競技施設の活用について

◆競技団体の中では、「マイナー」競技とそれ以外の競技との間でまったく異なる反応がみられた。後者に
おける自由記述が比較的淡白であるのに対し、前者のそれは、施設の弾力的運用が具体的にどのような
影響をもたらすか真剣に受け止めていると思われる強い意見が多い。そうした団体において競技の普及は
死活問題であり、そこに国体がいかに強く関わっているかを感じさせる。
◆他の団体についていえば、おおむね「但し書き付き賛成」といった印象である。その上で、具体的な懸念
事項として目立ったのが、競技団体との調整である。都道府県の体育・スポーツ主管課あるいは開催県に
とって、競技団体の施設整備への要求が高いと感じられている。それにも関わらず、主に財政的な理由か
らそれに応えることができない点を憂慮しており、その調整において、日体協の協力を強く求めている。

◆全体的に、経費削減の観点から、「必要とあらば仕方ない」「やむを得ず」といった消極的賛成意見が大
部分を占めている。
◆一方、趣旨には賛成ながら、実際導入するに際して生じる課題が山積していることを憂慮する意見も目
立つ。課題の一つとして挙げられるのが関係諸機関の調整であり、そこにおいても日体協の協力が強く求
められている。また、単独開催というこれまでの国体のありかたそのものを問う意見も、開催県からの回答
を中心にいくつかみられた。

【実施前】

ア　14%

イ　54%

ウ　13%

オ　18%エ　1%

【実施後】

エ　1%
オ　13%

ウ　1%

イ　61%

ア　24% ア．非常に良い
イ．良い
ウ．良くない
エ．非常に良くない
オ．未回答

【実施前】

エ　2%
オ　23%

ウ　16% イ　49%

ア　10%

【実施後】

エ　2%

オ　15%

ウ　12%

イ　51%

ア　20% ア．非常に良い
イ．良い
ウ．良くない
エ．非常に良くない
オ．未回答



　11．各競技会場におけるイベント事業の実施について【第61回大会より順次実施】

　　（会場地の地域住民や観客に対する当該競技の普及や振興、サービス提供を目的としてホッケー教室等を実施）

◆イベント事業について具体的な関わりが少ない団体は、実施の趣旨に対して「一般論としておおむね賛
成」というスタンスが多く見受けられる。一方、実施の「現場」により近い団体になるほど、県や市町によって
実施がうまくいくところとそうでないところがあり、評価も分かれるようである。特に後者の団体にとって、「イ
ベントの趣旨は理解できるものの、経費や人的・物的資源を考えると現実問題として難しい」という指摘が
あり、そのことに関する具体的意見・要望も出てくる。競技の普及や啓発のための活動に対する競技団体
の温度差が、イベントへの取り組みや会場地となる市町へのフォローといった形で現れ、それがイベント事
業の実施に対する会場地市町の意見に影響しているとも考えられる。

【実施前】

エ　1%
オ　23%

ウ　18% イ　48%

ア　10%

【実施後】

エ　2%

オ　16%

ウ　7%

イ　51%

ア　24% ア．非常に良い
イ．良い
ウ．良くない
エ．非常に良くない
オ．未回答


